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宜野湾港マリーナ 利用者説明会 議事要旨 

 
日時：令和７年８月27日（水） 18:30～20:20 

場所：アイム・ユニバースてだこホール 

市民交流室（浦添市） 

 

１ 参加者：利用者約70名（うち Web 参加約30名） 

  説明者：沖縄県土木建築部港湾課（４名） 

指定管理者（株式会社シーエンジニアリング沖縄 ６名） 

 

２ 説明内容 

  別添資料のとおり 

 

３ 質疑応答 

※ご意見・ご質問の内容及び回答は適宜要約しています。また、同趣旨のものはまとめて

１つにしているものがあります。 

 

質問：38年間続いてきた一般会計からの繰入れを、なぜ今回初めて削除しなければなら

ないのか。 

回答：特別会計は本来独立採算で運営されるべきであり、これまでの一般会計からの繰

入れが続く状況は解消する必要があります。県としても令和４年度から解消に向け

て利用者説明会を行うなど検討を進めてきました。特に、令和５年度の包括外部監

査で具体的に指摘もあったところです。 

 

質問：事業を行っている利用者とセーリングを楽しんだりする一般利用者とで、県が設

置した施設を使っているのに同額の料金なのはおかしいのではないか。 

回答：陸置・海上係留使用料は船舶の保管場所の利用行為に対する対価であり、船の大

きさや保管面積に基づいて設定しています。事業目的かどうかで利用する場所の面

積に違いはないため、使用料に差を設けていません。 

 

質問：県内利用者割引が20%減額となっているが、アンケートでは多くの人がもっと大

きな割引を求めていた。なぜ20%に設定したのか。 

回答：特別会計の収入確保を考えると、20%減額が現時点では精一杯であると判断しま

した。また、公共施設で県内外の利用者に過大な差をつけることに対して、過去に

裁判で無効とされた事例があるため、問題のない範囲にする必要があることも考慮

しました。県内在住者を20%割り引くということは、逆に県外居住者が25%高くなる

ことを意味し、県外居住者は２割高い、としている静岡県など他県の事例と比較し
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ても、十分な差であると考えています。 

 

質問：マリーナの整備に当たっては、海洋文化の普及という目標があったはずだ。令和

５年度の包括外部監査報告書では、県外利用者７割、富裕層がほとんどという間違

ったデータに基づいて「独立採算」を言われるのは実態からかけ離れているのでは

ないか。報告書では、目標を持ってマリーナ運営を行うべきともある。県民が海に

親しめるようにという目標を明確にするべきではないか。 

回答：「６割が沖縄県外の方に利用されている」という記述については、「県内が７

割」の誤りです。これについては令和６年度も同じ監査人による包括外部監査があ

った際に訂正しています。また「主に富裕層向けのサービス」という記述につい

て、県から提供したデータに基づくものではなく、包括外部監査人の見解だと考え

ています。なお、令和６年度包括外部監査においても同じく一般会計から繰入れを

することなく特別会計を運営していくべきだという指摘があるところです。目標を

持って運営すべき、という点については、報告書では「年間の損益」を成果指標と

することも適切ではないかと指摘されたところです。 

 

質問：その他の収入改善策について「引き続き可能性を検討」「引き続き実現に向けて

検討を進めます」という表現で、使用料改定が先行しているのはおかしい。まず県

が努力して収入確保策を実行し、それでも足りない場合に使用料改定をオーナーに

お願いすべきではないか。 

回答：コンベンションセンター側の駐車場を陸置場に転換する案がすぐに実施できない

理由は大きく２つあります。一つは、駐車台数が減ることでオーナー含め駐車場不

足が生じないかという調査が必要なこと。もう一つは、柵や繋船環の設置費用と費

用対効果の検討が必要なことです。緑地への商業施設設置がすぐに実施できないの

は、その場所が特別会計の対象区域ではないため、家賃収入をマリーナ運営に充て

られるか検討が必要なこと、法律に基づく具体的な手続きに時間を要することが理

由です。いずれも時間を要するものではありますが、今年６月の説明会でご意見を

いただいてから具体的な検討に入っているものであり、決して実施しないものでは

ありません。 

 

質問：マリーナが稼働率ほぼ100%でも赤字なのは、そもそも制度設計がおかしかったた

めであり、その責任をオーナーだけに負わせるのはおかしい。 

回答：ご意見として承ります。 

 

質問：（前述の新規事業に関する検討について）「今年６月」というが、去年の説明会

から同じ意見が出ており、放置されているのではないか。 

回答：具体的な意見として出されたのは今年６月５日の説明会でのことだったと理解し



3 

ています。以前から同様の意見をいただいていたものか、確認します。 

※令和６年６月１日に開催した利用者説明会の記録や音声を確認しましたが、コン

ベンションセンター側駐車場への陸置場設置や、商業施設の設置についての具体

的なご意見を確認することはできませんでした。 

 

質問：説明資料１ページ目の図で、特別会計から指定管理者に「指定管理料」が支払わ

れるとあるが、モニタリングシートには「修繕費」も支払われていると記載があ

る。これについて説明してほしい。 

回答：小規模な修繕については県が指定管理者に発注しており、その費用が指定管理者

に支払われているものです。指定管理者が他の業者に依頼する額と同額を県から指

定管理者に支出しています。 

 

質問：県民割引20%について説明があったが、なぜ「県民は税金を納めている」という

ことを明確な理由として説明しないのか。議会で問われた際にきちんと答えられる

のか説明してほしい。 

回答：そのような側面もありますが、説明の際には省略しました。議会でも県内在住者

の使用料には差を設けるべきではないかという議論がありましたので、妥当性につ

いて十分に説明していきたいと考えています。 

 

質問：カタマラン使用料の「１区画あたり」の「１区画」とは何か定義を教えてほし

い。 

回答：陸置きであれば船舶のために区切られたスペースを、海上係留であれば桟橋の間

に通常モノハル２艇が入るスペースを２区画としています。「区画」という考え方

について、条例では宜野湾港マリーナは現在「１艇当たり」の使用料となっていま

すが、与那原マリーナでは「１区画当たり」とされています。今回の条例改正で宜

野湾港マリーナも同様の記述にすることを予定しています。 

 

質問：使用料の改定が来年４月１日予定となっているが、現在の許可期間が残っている

人が、その権利を放棄して３月中に更新することができるのか。 

回答：使用料は指定管理者が許可をした日によって判断します。現在の許可期間が残っ

ている方が３月中に新たな申請をしても、許可を出すことはありません。通常のタ

イミングで更新をする方について、３月中に許可を受けるにはいつまでに書類を出

せば良いかという点については、対象となる方々に更新の案内の際に合わせてご案

内する予定です。 

 

質問：県のホームページのモニタリングシートに数字の間違いや、旧管理者と新管理者

で指標が違うなどの問題がある。指定管理者制度運用委員会の委員に学識経験者に
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間違った数値で会議させているのではないか。港湾課はきちんと指導し、モニタリ

ングシートの説明もすべき。 

回答：モニタリングシートについては、委員会でこの内容に基づき御説明しているとこ

ろですが、疑問点があればお問い合わせください。モニタリングシートは沖縄県の

指定管理者制度導入施設で同一の内容を使用しています。令和５年までの委員会で

使用した内容にその内容と合致しない部分があったため、令和６年から改めていま

す。 

 

質問：給水・給電の使用料の支払いについて、指定管理者の方の手間が大変なため、デ

ジタルな決済方法を検討してほしい。 

回答：現在、使用料の支払いは現金又は振り込みを原則としています。公金のクレジッ

トカード支払いは一部で実現していますが、マリーナ使用料に適用する場合、クレ

ジットカード会社との間で条件を交渉する必要があるほか、カード手数料の課題も

あり、実現可能か検討しているところです。 

 

質問：アンケートの調査期間が短く、回答人数も少ないためより詳細な追加調査を実施

してほしい。 

回答：アンケートについては、全ての船舶オーナーに郵送し、回答もスマートフォンや

ＰＣから行えるように工夫しました。その結果、現状のマリーナについてご意見が

ある方が115名であったということかと理解しています。マリーナについてのご意見

については日々伺っているところですので、今後もさまざまな形でご意見をお寄せ

いただきたいと考えています。 

 

質問：利用者からの収入増加策は何件あり、そのうち何件採用されたのか。 

回答：みなさまからのご提案について、件数を数えるということはしていませんが、最

も多かったのは駐車場など外来の方からもっと使用料を取るべきという案で、意見

を受けて駐車場使用料を見直したところです。 

 

質問：全ての提案について、採用しなかったのなら採用しなかった理由を明らかにして

ほしい。 

回答：個別に疑問がある点についてはメール等でお問い合わせください。 

 

質問：駐車場の利用率を調査しながら、陸置場の増設を試験的に運用することはできな

いのか。 

回答：港湾計画の変更が関わるため、一度変更したものを元に戻すことが難しく、変更

に慎重を期する必要があるため、試験的運用を行うことは難しいと考えています。 
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質問：事業者は指定管理者に別途支払いをしているが、これは議題に上がらないのか。 

回答：指定管理者がアクティビティ事業者向けに設置した浮桟橋のことと思われます。

これについては、指定管理者の自主事業として県が承認した計画に基づいて実施さ

れています。 

 

質問：使用料の全体改定率は1.8倍から1.6倍に見直されたが、陸置の利用者にとっては

上下架施設の使用料が上がっているため、何十回も使う人からすれば全体としては

負担が大きくなる。これに対して割引や減額の検討はしなかったのか。 

回答：上下架施設（クレーン）の使用料は現時点でクレーンの維持費をまかなえていな

い状況でした。今回、他県のクレーン使用料と比較しても現行の使用料が相当低い

額であることも考慮し、このような額に改定することとしたところです。クレーン

を使う方の負担は当然承知していますが、ご理解をいただきたいと思います。 

 

質問：一般会計からの繰入れをやめて独立採算にするのは、全国の公共マリーナで初め

てのことだ。海洋文化を広めるためにどこの県も援助している中で、沖縄県が独立

採算にするのはおかしいのではないか。 

回答：他県では、公共マリーナを民営化したり、第三セクター化したりしているところ

がいくつかあります。独立採算にしたところがほかにないとは考えておりません。 

 

質問：給電施設使用料は安くなったとはいえ、一般家庭と比較して高すぎるのではない

か。 

回答：給電施設使用料には、電力の実費に加え、給電施設整備費用の償却分も含むこと

になります。将来的にメーターを設置して電力量に応じた使用料とする場合にも、

単純に電力会社からの電気代の実費相当額というわけにはいかないことをご理解く

ださい。 

 

質問：ウェブサイトの内容が古く、情報が不足している。充実させ、外部への情報発信

を強化してほしい。 

回答：外部への情報発信は指定管理者が行っています。ＳＮＳでの発信を行うなど、現

指定管理者のもとで改善が進んでいると考えていますが、更に充実するよう依頼し

ていきます。 

 

質問：ルールを守れない外国人の使用料を倍額にしてほしい。 

回答：公共施設の使用料の考え方上、国籍で使用料に差を設けることはできないと考え

ています。 


